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内 部 監 査 部 内部監査

リ ス ク 統 括 部
リスク管理統括、自己資本管理、引受管
理、受託審査、運用管理、事務に関する
企画

コンプライアンス統括部
法務・コンプライアンス統括、顧客保護
等管理、反社会的勢力排除、苦情対応、
マネロン対策

企 画 総 務 部
業務方針、総務（総括）、秘書、人事、広
報、総務、庶務、管財、決算、予算、税
務、資本金等運用

営 業 推 進 部

JA信連等の系統投資家および年金基金
等への営業、受託、信託契約代理店統括、
投資信託販売にかかる営業、営業に関す
る顧客管理、投資信託販売に関する管理

営 業 開 発 部

証券化スキーム全般の受託・シンジケー
トローンのアレンジおよび対顧営業、不
動産ノンリコースローン特金受託、不動
産管理信託の受託、不動産信託受益権の
売買の媒介

運 用 部

国内外オルタナティブ商品（ヘッジファ
ンド他）の運用、J-REIT を投資対象と
するファンドの運用、不動産私募ファン
ド・私募REIT への投資運用

ト レ ー デ ィ ン グ 部 信託勘定のトレーディング業務

個 人 資 産 相 談 部
遺言信託・遺産整理にかかる企画・営業
推進、遺言信託代理店統括、遺言信託・
遺産整理にかかる審査および管理

シ ス テ ム 部
システム企画、開発、運営、システム運
用、システムリスク管理

業 務 部
信託業務および再信託の事務、投資信託
販売に関する事務、信託業務および事務
受任に関する事務、銀行業務の事務
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業績ハイライト
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当中間期は、昨年度に続き新型コロナウイルス感染症に
対する各種対応が求められたものの、経済活動との両立が
図られた結果、物価高の影響を受けつつも国内経済は堅調
に推移しました。一方で、世界経済においては、インフレ
抑制に向けた各国中央銀行の利上げによる金融引締めの影
響等により景気回復ペースは鈍化しつつあり、ウクライナ
情勢の展開や新型コロナウイルス感染症の動向等を踏まえ
ると、先行きの不透明性・不確実性は高い状況にあります。
このような業務環境の中、当社は「チャレンジと変革」を

テーマとし、そのためのビジネス上の事業戦略として「農
林中央金庫が機関投資家として長年培ってきたオルタナ
ティブ分野の運用ノウハウ等を活用したお客さまのニーズ
に見合った各種商品の組成・提供」「シンジケートローンや
不動産紹介ビジネスなどお客様のニーズに応えたソリュー
ションの提供」「金庫・JAグループ一体となった遺言信託
から派生する総合ビジネスの展開」の３点を掲げ、よりお
客様の声に耳を傾けながら、更に付加価値・専門性の高い
商品・サービスを提供出来るよう努めるとともに、適時適
切なフォローを行うことを通じて受託者責任を果たしてま
いりました。
また、これらの事業戦略に対応するため、信託財産の運

用を支える業務プロセスの改善・効率化やシステム改良に
取り組むとともに、ガバナンス強化も行ってまいりました。
こうした取組みの結果、当中間期の業容・業績は次のと

おりとなりました。
信託財産につきましては、当中間期末残高は前期末比

９，４８８億円増の１５兆５，３３９億円となりました。このうち、有
価証券の信託は同７，５６６億円増の８兆８９７億円、金銭信託
以外の金銭の信託は同２，４２２億円増の３兆７，５９４億円、金
銭債権の信託は同３，７１２億円増の２兆５，６６３億円、投資信
託は同４，１４４億円減の１兆５８６億円となりました。
損益の状況につきましては、信託報酬は前年同期比３６６

百万円増の２，８６９百万円、資金運用収益は同９２３百万円減
の４４０百万円、役務取引等収益は同１６７百万円増の６００百
万円となり、経常収益は同３８９百万円減の３，９１０百万円と
なりました。一方、経常費用は同１１３百万円増の２，１８９百
万円となり、経常利益は同５０３百万円減の１，７２１百万円、中
間純利益は同４２８百万円減の１，３１９百万円となりました。
２０２２年９月末現在、遺言信託代理店については１２２の
JA・信農連、信託契約代理店については、１３の信農連が参
加しています。

当社が信託銀行としての競争力を維持・強化し着実な成
長を遂げるため、持続的な社会の実現への貢献を意識しつ
つ提供する商品の投資対象地域や対象資産の範囲を拡充す
ることや、新型コロナウイルス感染症の影響等、環境変化
に柔軟かつ機動的に対応することにより、お客様のニーズ
や利益に真に適う付加価値ある信託機能等を発揮すること、
また相続・遺言関連業務については、農林中央金庫・JA系
統と連携することにより、組合員顧客との長期的な信頼関
係維持を見据えた業務展開を進めていくことが必要である

と認識しております。
これらとともに、森林再生等を目的とした公益信託を通

じて系統の社会貢献活動を支援してまいります。
さらに、信託銀行としての社会的責任と公共的使命を果

たすべく、銀行法、金融機関の信託業務の兼営等に関する
法律、金融商品取引法等をはじめとする関連諸法令や顧客
本位の業務運営などの社会規範を的確に踏まえたコンプラ
イアンス態勢、内部統制、内部管理態勢の一層の高度化を
図ってまいります。

業績の概要
事業の概況

主要な経営指標の推移

（単位：百万円）

２０２０年９月期 ２０２１年９月期 ２０２２年９月期 ２０２１年３月期 ２０２２年３月期
経 常 収 益 ３，２２５ ４，３００ ３，９１０ ６，１５６ ７，６６７
経 常 利 益 １，０４８ ２，２２４ １，７２１ １，８０６ ３，４０３
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ７５５ １，７４８ １，３１９ １，２７５ ２，３３６
資 本 金 ２０，０００ ２０，０００ ２０，０００ ２０，０００ ２０，０００
（ 発 行 済 株 式 総 数 ） ４００千株 ４００千株 ４００千株 ４００千株 ４００千株
純 資 産 額 ３４，１００ ３５，１０３ ３０，１６６ ３４，６２９ ３５，６８７
総 資 産 額 ４８，９５４ ４４，２００ ３９，３０５ ４７，７０８ ４３，０６９
預 金 残 高 － － － － －
貸 出 金 残 高 － － － － －
有 価 証 券 残 高 ２３，３０５ ２０，３１９ １６，８００ ２３，３１９ １８，８１１
単体自己資本比率（国内基準） １４９．９５％ ２０５．１９％ １６２．８６％ １３９．１６％ １６２．８８％
配 当 性 向 － － － ９９．９４％ ２９２．５５％
従 業 員 数 １５０人 １５１人 １５３人 １５１人 １５２人
信 託 報 酬 ２，５７３ ２，５０３ ２，８６９ ４，９９２ ５，２３５
信 託 財 産 額 １３，６２６，９１５ １４，５３５，３５２ １５，５３３，９１５ １３，５３１，６３７ １４，５８５，０３３
信 託 勘 定 貸 出 金 残 高 ２２８，５７５ ４４５，６５９ ５８６，７６８ ２４７，０４５ ５１３，２８０
信 託 勘 定 有 価 証 券 残 高 ５９，１９５ ９８，５２４ ２１５，１７１ ４１，７６０ ２０５，８２９
信 託 勘 定 電 子 記 録 移 転
有価証券表示権利等残高 － － － － －

（注）剰余金処分として２０２１年３月期にあたっては１，２７５百万円、２０２２年３月期にあたっては６，８３６百万円の配当を行ってお
ります。

対処すべき課題

３



（単位：百万円）

科 目 ２０２１年９月期 ２０２２年９月期 科 目 ２０２１年９月期 ２０２２年９月期

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 １９，２３８ １７，４３０ 信 託 勘 定 借 ７，７７９ ７，７３４

金 銭 の 信 託 １ １ そ の 他 負 債 ６６８ ７４０

有 価 証 券 ２０，３１９ １６，８００ 未 払 法 人 税 等 ２９２ ３８６

そ の 他 資 産 ２，４７８ ２，８２３ そ の 他 の 負 債 ３７６ ３５３

そ の 他 の 資 産 ２，４７８ ２，８２３ 賞 与 引 当 金 １９９ ２１２

有 形 固 定 資 産 ３０４ ３４７ 退 職 給 付 引 当 金 ３７４ ３８１

無 形 固 定 資 産 １，５７０ １，６０４ 役員退職慰労引当金 ７４ ７０

繰 延 税 金 資 産 ２８９ ２９８ 負 債 の 部 合 計 ９，０９６ ９，１３９

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金 ２０，０００ ２０，０００

利 益 剰 余 金 １５，１０４ １０，１７５

利 益 準 備 金 １，９３８ ３，３０６

その他利益剰余金 １３，１６５ ６，８６９

繰越利益剰余金 １３，１６５ ６，８６９

株 主 資 本 合 計 ３５，１０４ ３０，１７５

その他有価証券評価差額金 ０ △９

評価・換算差額等合計 ０ △９

純 資 産 の 部 合 計 ３５，１０３ ３０，１６６

資 産 の 部 合 計 ４４，２００ ３９，３０５ 負債及び純資産の部合計 ４４，２００ ３９，３０５

中間損益計算書

（単位：百万円）

２０２１年９月期 ２０２２年９月期

経 常 収 益 ４，３００ ３，９１０

信 託 報 酬 ２，５０３ ２，８６９

資 金 運 用 収 益 １，３６３ ４４０

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） （１，３５８） （４３５）

役 務 取 引 等 収 益 ４３２ ６００

そ の 他 経 常 収 益 ０ ０

経 常 費 用 ２，０７５ ２，１８９

資 金 調 達 費 用 ０ ０

役 務 取 引 等 費 用 １５７ １５３

営 業 経 費 １，９１７ ２，０３５

そ の 他 経 常 費 用 ０ ０

経 常 利 益 ２，２２４ １，７２１

特 別 損 失 － ０

税 引 前 中 間 純 利 益 ２，２２４ １，７２１

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ４８４ ３９３

法 人 税 等 調 整 額 △８ ７

法 人 税 等 合 計 ４７６ ４０１

中 間 純 利 益 １，７４８ １，３１９

財務諸表
中間貸借対照表

The Norinchukin Trust & Banking
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
１．有価証券の評価基準および評価方法

有価証券の評価は、子会社・子法人等株式および関連法人等株式につい
ては移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法（売却原
価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等につい
ては移動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により

処理しております。
２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産のうち、建物および２０１６年４月１日以後に取得した建物
附属設備については定額法、その他は定率法を採用し、年間減価償却費
見積額を期間により按分して計上しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 １５年～５０年
その他 ３年～１５年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主として５年）に
基づいて償却しております。

（３）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかる「有形固定資産」中

のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却してお
ります。

３．引当金の計上基準
（１）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対す
る賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰属する額を計上しております。

（２）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当中間期末にお

ける要支給額に相当する額を計上しております。
（３）役員退職慰労引当金

役員退職慰労引当金は、役員（執行役員を含む。以下同じ）への退職慰
労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のう
ち、当中間期末までに発生していると認められる額を計上しております。

中間株主資本等変動計算書

２０２２年９月期
（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・
換算差額
等合計利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 ２０，０００ １，９３８ １３，７５３ １５，６９２ ３５，６９２ △５ △５ ３５，６８７

当中間期変動額

剰余金の配当 １，３６７ △８，２０４ △６，８３６ △６，８３６ △６，８３６

中 間 純 利 益 １，３１９ １，３１９ １，３１９ １，３１９

株主資本以外の
項目の当中間期
変動額（純額）

△３ △３ △３

当中間期変動額合計 １，３６７ △６，８８４ △５，５１７ △５，５１７ △３ △３ △５，５２０

当中間期末残高 ２０，０００ ３，３０６ ６，８６９ １０，１７５ ３０，１７５ △９ △９ ３０，１６６

２０２１年９月期
（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・
換算差額
等合計利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 ２０，０００ １，６８３ １２，９４７ １４，６３０ ３４，６３０ △１ △１ ３４，６２９

当中間期変動額

剰余金の配当 ２５５ △１，５３０ △１，２７５ △１，２７５ △１，２７５

中 間 純 利 益 １，７４８ １，７４８ １，７４８ １，７４８

株主資本以外の
項目の当中間期
変動額（純額）

０ ０ ０

当中間期変動額合計 ２５５ ２１８ ４７３ ４７３ ０ ０ ４７４

当中間期末残高 ２０，０００ １，９３８ １３，１６５ １５，１０４ ３５，１０４ ０ ０ ３５，１０３

（２０２２年９月期）

５



４．収益の計上方法
当社は顧客より受託した信託財産を管理・運用する義務があります。信
託報酬は、一定の期間にわたる履行義務を充足した時点で収益を認識して
おります。

５．消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。た
だし、資産にかかる控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しており
ます。

注記事項
（中間貸借対照表関係）
１．関係会社の株式総額 ２４０百万円
２．日本銀行当座預金決済にかかる当座借越取引の担保として、有価証券
１３，１９４百万円を差し入れております。また、その他の資産には、保証金２３４
百万円が含まれております。

３．有形固定資産の減価償却累計額 ２７３百万円

（中間株主資本等変動計算書関係）
１．発行済株式の種類および総数に関する事項

（単位：千株）
当事業年度
期首株式数

当中間会計期
間増加株式数

当中間会計期
間減少株式数

当中間会計期
間末株式数 摘要

発行済株式
普通株式 ４００ － － ４００
合 計 ４００ － － ４００

２．配当に関する事項
当中間会計期間中の配当金支払額

（決議） 株式の
種類 配当金の総額 １株当たり

配当額 基準日 効力
発生日

２０２２年
６月２７日
定時株主総会

普通
株式 ６，８３６百万円 １７，０９２円３９銭 ２０２２年

３月３１日
２０２２年
６月２８日

（金融商品関係）
１．金融商品の時価等に関する事項

２０２２年９月３０日における中間貸借対照表計上額、時価およびこれらの
差額は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表に
は含めておりません（（注）参照）。また、現金預け金、金銭の信託および
信託勘定借は短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似することから、
注記を省略しております。

（単位：百万円）
中間貸借対照表

計上額 時 価 差 額

有価証券 １５，３７８ １５，３７８ －
その他有価証券 １５，３７８ １５，３７８ －
資 産 計 １５，３７８ １５，３７８ －

（注）市場価格のない株式等の中間貸借対照表計上額は次のとおりであり、金
融商品の時価情報の「有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区 分 中間貸借対照表計上額

関連法人等株式
非上場株式（＊） ２４０
その他有価証券
非上場株式（＊） １，１８２

合 計 １，４２２

（＊）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企
業会計基準適用指針第１９号２０２０年３月３１日）第５項に基づき、時価開
示の対象とはしておりません。

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および

重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定にかかるインプットのうち、活発

な市場において形成される当該時価の算定の対象となる
資産または負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価にかかるインプットのうち、レベル１の
インプット以外の時価の算定にかかるインプットを用い
て算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定にかかるインプットを使用して
算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合に
は、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定にお
ける優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（１）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品（２０２２年９月３０日現在）
（単位：百万円）

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計
有価証券
その他有価証券
債券
国債 ３，０９１ － － ３，０９１
地方債 － １２，１９９ － １２，１９９

その他
投資信託 － ８７ － ８７

資 産 計 ３，０９１ １２，２８７ － １５，３７８

（注１）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定にかかるインプットの
説明

資 産
有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるも

のはレベル１の時価に分類しており、国債が含まれます。
地方債は相場価格を用いて評価しております。当社が保有している地方債は

市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格と認められないため、
その時価をレベル２の時価に分類しております。
また、投資信託については基準価額での解約・売却などの取引可能性を踏ま

えてレベル分類を行っております。

（有価証券関係）
有価証券関係については９ページ「有価証券の時価等情報－２０２２年９月期」

のとおりであります。

（金銭の信託関係）
金銭の信託関係については９ページ「金銭の信託の時価等情報－２０２２年９

月期」のとおりであります。

（税効果会計関係）
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりでありま

す。
繰延税金資産
賞与引当金 ６５百万円
退職給付引当金 １１６
未払事業税 ３８
減価償却損金算入限度超過額 ３３
役員退職慰労引当金 ２１
その他 ２３

繰延税金資産合計 ２９８

繰延税金資産の純額 ２９８百万円

（収益認識関係）
（単位：百万円）

区 分 当中間会計期間
経常収益 ３，９１０
うち信託報酬 ２，８６９
うち役務取引等収益 ６００
投資顧問業務 ３３１
信託関連業務 ４８
証券関連業務 ２５
その他の役務収益 １９４

うち資金運用収益（＊） ４４０
うちその他経常収益 ０

（＊）企業会計基準第２９号「収益認識に関する会計基準」の対象外の収益です。

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 ７５，４１６円５３銭
１株当たりの中間純利益金額 ３，２９９円７２銭

財務諸表の適正性および作成に係る内部監査の有効性についての確認

私は、当社の２０２２年４月１日から２０２２年９月３０日までの第２８期中間事業年度にかかる財務諸表について、すべての重要な点において、適正

に表示されていることを確認いたしました。なお、内部監査部署にて、内部管理態勢の適切性と有効性の検証・評価を定期的に実施し、重要な事

項は取締役会等へ報告する体制により、財務諸表の適正性の確保を図っております。

２０２３年１月１９日 代表取締役社長 高橋 茂充

The Norinchukin Trust & Banking
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（単位：百万円）

項 目
２０２１年９月期 ２０２２年９月期

平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り
資 金 運 用 勘 定 ３８，１７２ １，３６３ ７．１２％ ３３，６３９ ４４０ ２．６１％
国 内 業 務 ３８，１７２ １，３６３ ７．１２％ ３３，６３９ ４４０ ２．６１％
国 際 業 務 － － － － － －

資 金 調 達 勘 定 ７，６６２ ０ ０．０１％ ６，９５５ ０ ０．００％
国 内 業 務 ７，６６２ ０ ０．０１％ ６，９５５ ０ ０．００％
国 際 業 務 － － － － － －

資金運用収支・資金粗利鞘 １，３６３ ７．１１％ ４４０ ２．６０％
国 内 業 務 １，３６３ ７．１１％ ４４０ ２．６０％
国 際 業 務 － － － －

（注）貸出金の取扱残高はありません。

（単位：％）
項 目 ２０２１年９月期 ２０２２年９月期

総 資 産 経 常 利 益 率 １０．４７ ８．７０
資 本 経 常 利 益 率 １３．２０ １０．９５
総 資 産 中 間 純 利 益 率 ８．２３ ６．６７
資 本 中 間 純 利 益 率 １０．３８ ８．３９
（注）１．総資産経常（中間純）利益率＝経常（中間純）利益／総資産平均残高×１００×３６５÷１８３

２．資本経常（中間純）利益率＝経常（中間純）利益／純資産勘定平均残高×１００×３６５÷１８３

利益率

（単位：百万円）

項 目
２０２１年９月期 ２０２２年９月期

全社計 国内業務 国際業務 全社計 国内業務 国際業務
信 託 報 酬 ２，５０３ ２，５０３ － ２，８６９ ２，８６９ －
資 金 運 用 収 支 １，３６３ １，３６３ － ４４０ ４４０ －
資 金 運 用 収 益 １，３６３ １，３６３ － ４４０ ４４０ －
資 金 調 達 費 用 ０ ０ － ０ ０ －

役 務 取 引 等 収 支 ２７５ ２２５ ４９ ４４６ ３３５ １１１
役 務 取 引 等 収 益 ４３２ ３８２ ４９ ６００ ４８８ １１１
役 務 取 引 等 費 用 １５７ １５７ ０ １５３ １５２ ０

そ の 他 業 務 収 支 － － － － － －
そ の 他 業 務 収 益 － － － － － －
そ の 他 業 務 費 用 － － － － － －

業 務 粗 利 益 ４，１４２ ４，０９２ ４９ ３，７５６ ３，６４５ １１１
業 務 粗 利 益 率 ２１．６４％ ２１．３９％ － ２２．２７％ ２１．６１％ －
業 務 純 益 ２，２３４ ２，１８５ ４９ １，７３０ １，６１９ １１１
実 質 業 務 純 益 ２，２３４ ２，１８５ ４９ １，７３０ １，６１９ １１１
コ ア 業 務 純 益 ２，２３４ ２，１８５ ４９ １，７３０ １，６１９ １１１
コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く） ２，２３４ ２，１８５ ４９ １，７３０ １，６１９ １１１

（注）業務粗利益率＝（業務粗利益÷資金運用勘定平均残高）×１００×３６５÷１８３

（単位：百万円）

項 目
２０２１年９月期 ２０２２年９月期

残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減
受 取 利 息 △３６ １，１４８ １，１１２ △２１０ △７１３ △９２３
国 内 業 務 △３６ １，１４８ １，１１２ △２１０ △７１３ △９２３
国 際 業 務 － － － － － －

支 払 利 息 △０ ０ △０ △０ ０ △０
国 内 業 務 △０ ０ △０ △０ ０ △０
国 際 業 務 － － － － － －

（注）１．残高および利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。
２．受取利息および支払利息については、一部について業務別に増減を相殺しているため、国内業務と国際業務の合計額
が合計欄と一致しない場合があります。

主要な業務の状況
業務粗利益等

受取利息・支払利息の増減

資金運用・調達勘定の平均残高等

７



（単位：百万円）
科 目 ２０２１年９月期 ２０２２年９月期

給 料 ・ 手 当 ８４４ ８７７
役 員 退 職 慰 労 金 ９ ８
退 職 給 付 費 用 ４７ ４２
福 利 厚 生 費 １１６ １１９
減 価 償 却 費 ２５４ ２９１
土 地 建 物 機 械 賃 借 料 １１７ １１７
営 繕 費 － ０
消 耗 品 費 ２１ １９
給 水 光 熱 費 ４ ４
旅 費 ４ １１
通 信 費 ２１ ２１
広 告 宣 伝 費 ０ ０
諸会費・寄付金・交 際 費 ８ １０
租 税 公 課 １３２ １１３
そ の 他 ３３４ ３９６
合 計 １，９１７ ２，０３５

営業経費の内訳

（単位：百万円）

種 類
２０２１年９月期 ２０２２年９月期

期末残高 平均残高 期末残高 平均残高
国 債 － － ３，０９１ １，０２６

国 内 業 務 － － ３，０９１ １，０２６
国 際 業 務 － － － －

地 方 債 １５，８０４ １５，８００ １２，１９９ １４，８２１
国 内 業 務 １５，８０４ １５，８００ １２，１９９ １４，８２１
国 際 業 務 － － － －

社 債 ３，０００ ３，０００ － ８７７
国 内 業 務 ３，０００ ３，０００ － ８７７
国 際 業 務 － － － －

株 式 １，４２２ ３，３４０ １，４２２ １，４２２
国 内 業 務 １，４２２ ３，３４０ １，４２２ １，４２２
国 際 業 務 － － － －

そ の 他 の 証 券 ９２ ９８ ８７ ９６
国 内 業 務 ９２ ９８ ８７ ９６
国 際 業 務 － － － －

合 計 ２０，３１９ ２２，２３９ １６，８００ １８，２４３
国 内 業 務 ２０，３１９ ２２，２３９ １６，８００ １８，２４３
国 際 業 務 － － － －

有価証券の状況
有価証券の種類別残高

（単位：百万円）

種 類
２０２１年９月期

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 期間の定めのないもの 合計
債 券 ６，６００ １２，２０３ － － － １８，８０４

国 債 － － － － － －
地 方 債 ３，６００ １２，２０３ － － － １５，８０４
社 債 ３，０００ － － － － ３，０００

株 式 － － － － １，４２２ １，４２２
そ の 他 の 証 券 － － ９２ － － ９２
合 計 ６，６００ １２，２０３ ９２ － １，４２２ ２０，３１９

有価証券の種類別・残存期間別残高

（単位：百万円）

種 類
２０２２年９月期

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 期間の定めのないもの 合計
債 券 ７，７０１ ７，５８９ － － － １５，２９０

国 債 － ３，０９１ － － － ３，０９１
地 方 債 ７，７０１ ４，４９８ － － － １２，１９９
社 債 － － － － － －

株 式 － － － － １，４２２ １，４２２
そ の 他 の 証 券 － － ８７ － － ８７
合 計 ７，７０１ ７，５８９ ８７ － １，４２２ １６，８００
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（単位：百万円）

資 産 ２０２１年９月期 ２０２２年９月期 負 債 ２０２１年９月期 ２０２２年９月期

貸 出 金 ４４５，６５９ ５８６，７６８ 指 定 金 銭 信 託 ５８８ ５６２

有 価 証 券 ９８，５２４ ２１５，１７１ 特 定 金 銭 信 託 ２３，５５０ ２１，６５２

信 託 受 益 権 ３，６５７，６４６ ３，３１５，７７４ 年 金 信 託 ４，７７２ ３，３０９

受 託 有 価 証 券 ５，１３８，８４９ ５，３９６，６１１ 投 資 信 託 １，６１５，５２１ １，０５８，６４６

金 銭 債 権 ２，０４１，２３０ ２，５３３，１６０ 金銭信託以外の金銭の信託 ３，３３４，３１２ ３，７５９，４４２

有 形 固 定 資 産 ４３，０６９ ３３，２０７ 有 価 証 券 の 信 託 ７，４４２，５２１ ８，０８９，７１２

そ の 他 債 権 ５０５ ３９６ 金 銭 債 権 の 信 託 ２，０６９，９６６ ２，５６６，３５２

銀 行 勘 定 貸 ７，７７９ ７，７３２ 土地及びその定着物の信託 ４４，１１９ ３４，２３５

現 金 預 け 金 ３，１０２，０８８ ３，４４５，０９１

資 産 合 計 １４，５３５，３５２ １５，５３３，９１５ 負 債 合 計 １４，５３５，３５２ １５，５３３，９１５

信託財産残高表注記（２０２２年９月期）
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．信託受益権には、資産管理を目的として再信託を行っている金額３，０３３，７８１百万円を含んでおります。
３．元本補�契約のある信託については、取扱残高はありません。

金銭信託の信託期間別の元本残高

◇金銭信託にかかる貸出金、財産形成給付信託、貸付信託の取扱残高はありません。

有価証券の時価等情報

（単位：百万円）

１年未満 １年以上２年未満 ２年以上５年未満 ５年以上 その他 合計

２０２１ 年 ９ 月 期 ２３，４５６ － － ７７７ － ２４，２３３

２０２２ 年 ９ 月 期 ２３，３２５ － － ７６７ － ２４，０９２

時価評価されていない有価証券の内容および中間貸借対照表計上額 （単位：百万円）

種 類 ２０２１年９月期 ２０２２年９月期

関連法人等株式
非 上 場 株 式 ２４０ ２４０

その他有価証券
非 上 場 株 式 １，１８２ １，１８２

その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

種 類

２０２１年９月期 ２０２２年９月期

取得原価
中間貸借対
照表計上額

評価差額 取得原価
中間貸借対
照表計上額

評価差額
うち益 うち損 うち益 うち損

債 券 １８，８００ １８，８０４ ４ ４ ０ １５，２９５ １５，２９０ △５ － ６

国 債 － － － － － ３，０９５ ３，０９１ △４ － ４

地 方 債 １５，８００ １５，８０４ ３ ３ ０ １２，２００ １２，１９９ △０ １ １

社 債 ３，０００ ３，０００ ０ ０ － － － － － －

そ の 他 の 証 券 ９８ ９２ △５ － ５ ９５ ８７ △８ － ８

合 計 １８，８９８ １８，８９７ △１ ４ ５ １５，３９１ １５，３７８ △１３ １ １４

信託業務の状況
信託財産残高表

金銭の信託の時価等情報

（単位：百万円）

種 類

２０２１年９月期 ２０２２年９月期

取得原価
中間貸借対
照表計上額

評価差額 取得原価
中間貸借対
照表計上額

評価差額
うち益 うち損 うち益 うち損

その他の金銭の信託 １ １ － － － １ １ － － －

９



自己資本の充実の状況（単体・国内基準）
自己資本比率等の状況

（１）自己資本の構成

（単位：百万円）
２０２１年９月期 ２０２２年９月期

コア資本に係る基礎項目（１）
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 ３５，１０４ ３０，１７５
うち、資本金及び資本剰余金の額 ２０，０００ ２０，０００
うち、利益剰余金の額 １５，１０４ １０，１７５
うち、自己株式の額（△） － －
うち、社外流出予定額（△） － －
うち、上記以外に該当するものの額 － －
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額 － －
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 － －
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 － －
うち、適格引当金コア資本算入額 － －
適格旧非累積的永久優先株の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －
適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、経
過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５％に相当する額のうち、経過措置によ
りコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

コア資本に係る基礎項目の額 （Ａ） ３５，１０４ ３０，１７５
コア資本に係る調整項目（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 １，５７０ １，６０４
うち、のれんに係るものの額 － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 １，５７０ １，６０４
繰延税金資産（一時差異にかかるものを除く。）の額 － －
適格引当金不足額 － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －
前払年金費用の額 － －
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 － －
特定項目に係る１０％基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －
特定項目に係る１５％基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －
コア資本に係る調整項目の額 （Ｂ） １，５７０ １，６０４
自己資本
自己資本の額（Ａ）－（Ｂ） （Ｃ） ３３，５３４ ２８，５７１

リスク・アセット等（３）
信用リスク・アセットの額の合計額 ４，７９９ ４，８５０
資産（オン・バランス）項目 ４，７９９ ４，８５０
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 － －
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －
うち、上記以外に該当するものの額 － －

オフ・バランス項目 － －
CVAリスク相当額を８％で除して得た額 － －
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額 － －
マーケット・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額 － －
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額 １１，５４２ １２，６９３
信用リスク・アセット調整額 － －
オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額 （Ｄ） １６，３４２ １７，５４３
自己資本比率
自己資本比率（国内基準）＝（Ｃ）／（Ｄ）×１００ ２０５．１９％ １６２．８６％
コア資本に係る基礎項目比率（国内基準）＝（Ａ）／（Ｄ）×１００ ２１４．８１％ １７２．００％
単体総所要自己資本額＝（Ｄ）×４％ ６５３ ７０１
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（注）１．「銀行法第１４条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するた
めの基準（平成１８年金融庁告示第１９号。以下「自己資本比率告示」という。）」に基づき算出しております。

２．当社は、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては粗利益配
分手法を採用しております。

３．マーケット・リスク相当額不算入の特例を適用しております。

（２）自己資本の充実度

所要自己資本の額

信用リスクに関する事項

（１）信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高およびエクスポージャーの主な種類別の内訳

ａ 地域別

（単位：百万円）

項 目
２０２１年９月期 ２０２２年９月期

エクスポージャー
の期末残高 所要自己資本額 エクスポージャー

の期末残高 所要自己資本額

信 用 リ ス ク （ 標 準 的 手 法 ） ４２，５３２ １８８ ３７，６１４ １９０

現 金 － － － －

我が国の中央政府及び中央銀行向け １７，５６２ － １６，４９１ －

外国の中央政府・中央銀行向け － － － －

国 際 決 済 銀 行 等 向 け － － － －

我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け １５，８０１ － １２，２００ －

外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － －

国 際 開 発 銀 行 向 け － － － －

地 方 公 共 団 体 金 融 機 関 向 け － － － －

我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け － － － －

地 方 三 公 社 向 け － － － －

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け ６，５７２ ５２ ６，２０９ ４９

法 人 等 向 け ５５７ ２２ ６２２ ２４

中 小 企 業 等 向 け 及 び 個 人 向 け － － － －

抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン － － － －

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け － － － －

３ ヶ 月 以 上 延 滞 等 － － － －

信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付 － － － －

出 資 等 １，４２２ ７１ １，４２２ ７１

証券化（オリジネーターの場合） － － － －

証券化（オリジネーター以外の場合） － － － －

上 記 以 外 ６１７ ４２ ６６９ ４４

リスク・ウェイトのみなし計算が適用さ
れるエクスポージャーに係る信用リスク ９８ ３ ９５ ３

ル ッ ク ・ ス ル ー 方 式 ９８ ３ ９５ ３

オペレーショナル・リスク（粗利益配分手法） ４６１ ５０７

合 計 ４２，６３１ ６５３ ３７，７１０ ７０１

（注）１．所要自己資本額＝信用リスク・アセットの額×４％
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）、オフバランス取引および派生商品取引の
与信相当額です。

３．「証券化エクスポージャー」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある２以上のエクスポージャー
に階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

４．「上記以外」には、固定資産等が含まれます。

（単位：百万円）

２０２１年９月期 ２０２２年９月期

債券 現金預け金 その他 合計 債券 現金預け金 その他 合計

国 内 １８，８００ １９，２３９ ４，４２６ ４２，４６５ １５，２９５ １７，４３１ ４，７２８ ３７，４５５

国 外 － － ６７ ６７ － － １５９ １５９

合 計 １８，８００ １９，２３９ ４，４９３ ４２，５３２ １５，２９５ １７，４３１ ４，８８７ ３７，６１４

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高は、リスク・ウェイトのみなし計算または信用リスク・アセット
のみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーに該当するものを除きます。

２．期末残高は当期のリスク・ポジションから大幅に乖離はしておりません。
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ｂ 業種別

（２）３ヶ月以上延滞エクスポージャーまたはデフォルトしたエクスポージャーの期末残高

該当事項はありません。

（３）一般貸倒引当金、個別貸倒引当金および特定海外債権引当勘定の期末残高および期中の増減額

該当事項はありません。

（４）業種別または取引相手の別の貸出金償却の額

該当事項はありません。

（単位：百万円）

２０２１年９月期 ２０２２年９月期

債券 現金預け金 その他 合計 債券 現金預け金 その他 合計

法
人

製
造
業

食料、パルプ・紙、化学 － － － － － － － －

そ の 他 製 造 業 － － ２０ ２０ － － ９ ９

小 計 － － ２０ ２０ － － ９ ９

非
製
造
業

農 業 ・ 林 業 ・ 水 産 業 － － － － － － － －

建 設 業 － － － － － － － －

電気・ガス・熱供給・水道業 － － １３ １３ － － １６ １６

情 報 通 信 業 ・ 運 輸 業 － － １０６ １０６ － － ８１ ８１

卸 売 ・ 小 売 業 － － － － － － － －

各 種 サ ー ビ ス 業 － － １５ １５ － － １８ １８

金 融 ・ 保 険 業 ３，０００ １，７２０ ３，３２２ ８，０４３ － ４，０６８ ３，６０６ ７，６７５

そ の 他 非 製 造 業 等 １５，８００ １７，５１８ １，０１４ ３４，３３２ １５，２９５ １３，３６２ １，１５５ ２９，８１３

小 計 １８，８００ １９，２３９ ４，４７２ ４２，５１２ １５，２９５ １７，４３１ ４，８７７ ３７，６０４

個 人 － － － － － － － －

合 計 １８，８００ １９，２３９ ４，４９３ ４２，５３２ １５，２９５ １７，４３１ ４，８８７ ３７，６１４

（注）１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高は、リスク・ウェイトのみなし計算または信用リスク・アセット

のみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーに該当するものを除きます。

２．その他非製造業等には、中央政府、地方公共団体等を含みます。

（単位：百万円）

２０２１年９月期 ２０２２年９月期

債券 現金預け金 その他 合計 債券 現金預け金 その他 合計

１ 年 以 内 ６，６００ １９，２３９ ２，２３９ ２８，０７８ ７，７００ １７，４３１ ２，５８７ ２７，７１９

１ 年 超 ３ 年 以 内 １２，２００ － － １２，２００ ４，５００ － － ４，５００

３ 年 超 ５ 年 以 内 － － － － ３，０９５ － － ３，０９５

５ 年 超 ７ 年 以 内 － － － － － － － －

７ 年 超 １０ 年 以 内 － － － － － － － －

１０ 年 超 － － － － － － － －

期 限 の 定 め の な い も の － － ２，２５４ ２，２５４ － － ２，３００ ２，３００

合 計 １８，８００ １９，２３９ ４，４９３ ４２，５３２ １５，２９５ １７，４３１ ４，８８７ ３７，６１４

（注）信用リスクに関するエクスポージャーの残高は、リスク・ウェイトのみなし計算または信用リスク・アセットのみ

なし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーに該当するものを除きます。

ｃ 残存期間別
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（５）リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャー

（単位：百万円）

リスク・ウェイト区分（％）
２０２１年９月期 ２０２２年９月期

うち外部格付を
参照するもの

うち外部格付を
参照するもの

０％ ３３，３６３ － ２８，６９１ －

１０％ － － － －

２０％ ６，５７２ ３，０００ ６，２０９ －

３５％ － － － －

５０％ － － － －

７５％ － － － －

１００％ ２，０６８ － ２，１７９ －

１５０％ － － － －

２００％ － － － －

２５０％ ５２８ － ５３４ －

１２５０％ － － － －

上記以外 － － － －

合 計 ４２，５３２ ３，０００ ３７，６１４ －

（注）リスク・ウェイトのみなし計算または信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化
エクスポージャーに該当するものを除きます。

（単位：百万円）

２０２１年９月期 ２０２２年９月期

中間貸借対照表計上額 時価 中間貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー － － － －

上記以外の株式等エクスポージャー １，４２２ １，４２２

（２）出資等または株式等エクスポージャーの売却および償却にかかる損益の額

該当事項はありません。

（３）中間貸借対照表で認識され、かつ、中間損益計算書で認識されない評価損益の額

該当事項はありません。

（４）中間貸借対照表および中間損益計算書で認識されない評価損益の額

該当事項はありません。

信用リスク削減手法に関する事項

現在、当社において該当する取引はありません。

派生商品取引および長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

現在、当社において該当する取引はありません。

証券化エクスポージャーに関する事項

現在、当社において該当する取引はありません。

銀行勘定における出資等または株式等エクスポージャーに関する事項

（１）中間貸借対照表計上額等
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みなし計算を適用するエクスポージャーに関する事項

リスク・ウェイトのみなし計算または信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額

金利リスクに関する事項

（１）リスク管理の方針および手続の概要

「金利リスク」とは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（債券等）が、金利の変動により価値

が変動し損失を被るリスク等を指します。

当社の銀行勘定における資金運用は、現状、国債・地方債中心のポートフォリオ構成となっております。資金運用の基本的な方針

等については、フロント部門の発議により経営層で構成する経営会議で協議され、運用状況についてはミドル部門が、市場リスク管

理要綱に基づきモニタリングを行っています。モニタリング結果については、四半期ごとに経営層で構成するリスク管理会議に報告

されます。

（２）金利リスクの算定手法の概要

金利リスクの算出および管理については、国債等債券を対象に、市場金利が上下方向に１００bp（１％）変動した時に受ける金利

リスク量の計測およびヒストリカル・シミュレーション法（保有期間２４０日、信頼区間９９．５％、観測期間７５０営業日）に基づくVaR

の計測により実施しております。

（単位：百万円）

項 目
２０２１年９月期 ２０２２年９月期

エクスポージャーの額 エクスポージャーの額

ル ッ ク ・ ス ル ー 方 式 ９８ ９５

マ ン デ ー ト 方 式 － －

蓋 然 性 方 式 － －

フ ォ ー ル バ ッ ク 方 式 － －

計 ９８ ９５

IRRBB１：金利リスク （単位：百万円）

項番
⊿EVE ⊿ NII

２０２１年９月期 ２０２２年９月期 ２０２１年９月期 ２０２２年９月期

１ 上 方 パ ラ レ ル シ フ ト ３４９ ２４６ ０ ０

２ 下 方 パ ラ レ ル シ フ ト ０ ０ ２３ ４６

３ ス テ ィ ー プ 化 ０ ５

４ フ ラ ッ ト 化

５ 短 期 金 利 上 昇

６ 短 期 金 利 低 下

７ 最 大 値 ３４９ ２４６ ２３ ４６

２０２１年９月期 ２０２２年９月期

８ 自 己 資 本 の 額 ３３，５３４ ２８，５７１

The Norinchukin Trust & Banking
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当社が契約している指定紛争解決機関

２０１０年１０月１日より金融ADR制度（金融分野における裁判外紛争解決制度）が導入され、金融機関との間に苦情・紛争処理

を必要とする事案が発生し、その解決がなかなか進まない場合の解決手段のひとつとして、同制度をご利用いただけるようになり

ました。当社は金融ADR制度に基づき設置された下記の「指定紛争解決機関」に加盟しております。

当社が契約している指定紛争解決機関

当社が取り扱う投資一任業務や投資助言業務などの登録金融機関業務につきましては、現在のところ金融ADR制度上の「指定

紛争解決機関」は設置されておりません。しかし、その代替措置として、一般社団法人 全国銀行協会、もしくは下記のとおり、

当社が加入する日本証券業協会および一般社団法人 日本投資顧問業協会から委託を受けた特定非営利活動法人 証券・金融商品

あっせん相談センター（FINMAC）を利用いただくこともできます。

（参照URL https : //www.nochutb.co.jp/consult/index.html）

中小企業の経営の改善および地域の活性化のための取組みの状況

中小企業者等からの貸出等の相談・申込みに対しては、信託銀行として受益者の意向も踏まえつつ誠実かつ丁寧に対応すること

としております。

また、地域の活性化のための取組みとして公益信託による社会貢献があります。公益信託とは、お客様が公益（公共の利益）を

目的として財産を信託し、信託銀行等がその財産を管理運用して公益目的を実現するものです。公益信託の目的には、自然環境保

全、文化財の保護、教育、社会福祉事業、慈善活動などがありますが、信託銀行はこれらの公益信託の受託を通じて、社会に貢献

しております。

当社では、「JAバンク新潟県信連創立５０周年記念ホームヘルパー支援基金」「JA・静岡県信連 民俗芸能振興基金」など、地

域の福祉・文化財保護などを支援することを目的として、各地域の JAグループの皆様方から様々な公益信託を受託しています。

なかでも２００５年３月に農林中央金庫から受託した森林再生基金（通称：FRONT８０）にかかる公益信託は、荒廃した国内の森

林を再生する事業や活動に対して助成することを目的とした、他に例のないユニークなものです。２０１４年５月には、荒廃した民

有林の再生や森林の多面的機能の持続的な発揮を目的として、農林中央金庫が「FRONT８０」の後継基金として創設した「公益信

託 農林中金森林再生基金（通称：農中森力（もりぢから）基金）」を受託いたしました。本基金では、森林施業の今日的課題の

一つである「施業集約化」や「搬出間伐等」の取組みを更に加速化させるため、荒廃林の再生事業の中でも、特に地域の模範とな

り高い波及効果が見込まれる事業や、先進性のある事業に重点的に助成を実施し、地域の中核を担う林業事業体（非営利の法人）

の事業実施態勢整備のサポートを行っていきます。

農林中央金庫グループならではのこの取組みにより、国土の保全や水源の涵養などの機能を持ち、また農林水産業の持続的な発

展にも欠かすことのできない森林資源の保全に、少しでもお役に立つことができるよう努めてまいります。

（参照URL https : //www.nochutb.co.jp/csr/）

名称 特定非営利活動法人

証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）

相談窓口の名称 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC）

０１２０―６４―５００５

（FINMACは公的な第三者機関であり、当社の関連法人ではありません。）

根拠とする法令 銀行法 金融機関の信託業務の兼営等に関する法律

当社が契約している指定紛争解決機関 一般社団法人 全国銀行協会 一般社団法人 信託協会

連絡先 全国銀行協会相談室

０５７０―０１７１０９

０３―５２５２―３７７２

信託相談所

０１２０―８１７―３３５

０３―６２０６―３９８８
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開示に関する項目（銀行法施行規則第十九条の二）
一 銀行の概況及び組織に関する次に掲げる事項
イ 経営の組織 …………………………………………………………………１
ロ 持株数の多い順に十以上の株主に関する次に掲げる事項
（１） 氏名 ………………………………………………………………… 表紙裏
（２） 各株主の持株数 …………………………………………………… 表紙裏
（３） 発行済株式の総数に占める各株主の持株数の割合 …………… 表紙裏

ハ 取締役及び監査役の氏名及び役職名 …………………………………… －
ニ 会計参与の氏名又は名称 ………………………………………………… －
ホ 会計監査人の氏名又は名称 ……………………………………………… 表紙裏
ヘ 営業所の名称及び所在地 ………………………………………………… 表紙裏
ト 当該銀行を所属銀行とする銀行代理業者に関する事項 ……………… －
チ 外国における法第二条第十四項各号に掲げる行為の受託者に関す
る事項 ……………………………………………………………………… －

二 銀行の主要な業務の内容（信託業務の内容を含む）………………………… －

三 銀行の主要な業務に関する事項として次に掲げるもの
イ 直近の中間事業年度における事業の概況 ………………………………３
ロ 直近の三中間事業年度及び二事業年度における主要な業務の状況
を示す指標
（１） 経常収益 ……………………………………………………………３
（２） 経常利益又は経常損失 ……………………………………………３
（３） 中間純利益若しくは中間純損失 …………………………………３
（４） 資本金及び発行済株式の総数 ……………………………………３
（５） 純資産額 ……………………………………………………………３
（６） 総資産額 ……………………………………………………………３
（７） 預金残高 ……………………………………………………………３
（８） 貸出金残高 …………………………………………………………３
（９） 有価証券残高 ………………………………………………………３
（１０） 単体自己資本比率 …………………………………………………３
（１１） 配当性向 ……………………………………………………………３
（１２） 従業員数 ……………………………………………………………３
（１３） 信託報酬 ……………………………………………………………３
（１４） 信託勘定貸出金残高 ………………………………………………３
（１５） 信託勘定有価証券残高（（１６）に掲げる事項を除く）……………３
（１６） 信託勘定電子記録移転有価証券表示権利等残高 ………………３
（１７） 信託財産額 …………………………………………………………３

ハ 直近の二中間事業年度における業務の状況を示す指標
主要な業務の状況を示す指標
（１） 業務粗利益、業務粗利益率、業務純益、実質業務純益、コ

ア業務純益及びコア業務純益（投資信託解約損益を除く。）…７
（２） 国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの資金運用収

支、役務取引等収支、特定取引収支及びその他業務収支 ……７
（３） 国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの資金運用勘

定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、利回り及び資金
利ざや ………………………………………………………………７

（４） 国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの受取利息及
び支払利息の増減 …………………………………………………７

（５） 総資産経常利益率及び資本経常利益率 …………………………７
（６） 総資産中間純利益率及び資本中間純利益率 ……………………７

預金に関する指標
（１） 国内業務部門及び国際業務部門の区分ごとの流動性預金、

定期性預金、譲渡性預金その他の預金の平均残高 …………… 該当なし
（２） 固定金利定期預金、変動金利定期預金及びその他の区分ご

との定期預金の残存期間別の残高 ……………………………… 該当なし

貸出金等に関する指標
（１） 国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの手形貸付、

証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高 ………………… 該当なし
（２） 固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残存期間別の

残高 ………………………………………………………………… 該当なし
（３） 担保の種類別（有価証券、債権、商品、不動産、保証及び

信用の区分をいう。）の貸出金残高及び支払承諾見返額……… 該当なし
（４） 使途別（設備資金及び運転資金の区分をいう。）の貸出金

残高 ………………………………………………………………… 該当なし
（５） 業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合 ………… 該当なし
（６） 中小企業等に対する貸出金残高及び貸出金の総額に占める

割合 ………………………………………………………………… 該当なし
（７） 特定海外債権残高の五パーセント以上を占める国別の残高 … 該当なし
（８） 国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの預貸率の期

末値及び期中平均値 ……………………………………………… 該当なし

有価証券に関する指標
（１） 商品有価証券の種類別（商品国債、商品地方債、商品政府

保証債及びその他の商品有価証券の区分をいう。）の平均
残高 ………………………………………………………………… 該当なし

（２） 有価証券の種類別（国債、地方債、短期社債、社債、株式、
外国債券及び外国株式その他の証券の区分をいう。）の残
存期間別の残高 ……………………………………………………８

（３） 国内業務部門及び国際業務部門の区分ごとの有価証券の種
類別（国債、地方債、短期社債、社債、株式、外国債券及
び外国株式その他の証券の区分をいう。）の平均残高…………８

（４） 国内業務部門並びに国際業務部門の区分ごとの預証率の期
末値及び期中平均値 ……………………………………………… 該当なし

信託業務に関する指標
（１） 信託財産残高表（注記事項を含む。）……………………………９
（２） 金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託（以

下「金銭信託等」という。）の受託残高…………………………９
（３） 元本補てん契約のある信託（信託財産の運用のため再信託さ

れた信託を含む。）の種類別の受託残高………………………… 該当なし
（４） 信託期間別の金銭信託及び貸付信託の元本残高 ………………９
（５） 金銭信託等の種類別の貸出金、有価証券の区分ごとの運用

残高 ………………………………………………………………… 該当なし
（６） 金銭信託等に係る貸出金の科目別（証書貸付、手形貸付及

び割引手形の区分をいう。）の残高……………………………… 該当なし

関連法人等の状況

＜事業の概況＞

農林中金バリューインベストメンツ株式会社は、２００７年に農林中央金庫（株式投資部）において開始され、２００９年に農中信託

銀行株式会社（企業投資部）に移管された長期厳選投資プロジェクトに端を発し、効率的資本配分による企業価値創造への寄与お

よび市場変動に左右されない長期安定的リターン獲得による投資家・社会に対する持続的価値の提供を目的として、２０１４年に農

中信託銀行株式会社から分離・独立して設立されました。設立以来、コアコンピタンス（競争優位性）である企業価値評価の知見

を活かし、産業構造特性、競争優位性により持続的に企業価値を増大させることができる「構造的に強靭な企業〇R 」の本源的価値

への「長期厳選投資」を行うことで、顧客資産の着実な増大に寄与するとともに農林中央金庫グループの一員として高度で良質な

サービスを提供しております。

（２０２３年１月４日現在）

名称
主たる営業所または
事務所の所在地・電話

事業の内容 設立年月日
資本金（百万円）

議決権の所有割合（％）

農林中金バリューインベ
ストメンツ株式会社

〒１００―００１１
東京都千代田区内幸町二丁目

２番３号
０３―３５８０―２０５０

投資運用
投資助言

２０１４年１０月２日
４４４
２７．７５
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（７） 金銭信託等に係る貸出金の契約期間別の残高 ………………… 該当なし
（８） 担保の種類別（有価証券、債権、商品、不動産、保証及び

信用の区分をいう。）の金銭信託等に係る貸出金残高………… 該当なし
（９） 使途別（設備資金及び運転資金の区分をいう。）の金銭信

託等に係る貸出金残高 …………………………………………… 該当なし
（１０） 業種別の金銭信託等に係る貸出金残高及び貸出金の総額に

占める割合 ………………………………………………………… 該当なし
（１１） 中小企業等に対する金銭信託等に係る貸出金残高及び貸出

金の総額に占める割合 …………………………………………… 該当なし
（１２） 金銭信託等に係る有価証券の種類別（国債、地方債、短期

社債、社債及び株式その他の証券の区分をいう。）の残高…… 該当なし

四 銀行の業務の運営に関する次に掲げる事項
イ リスク管理の体制 ………………………………………………………… －
ロ 法令遵守の体制 …………………………………………………………… －
ハ 中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況 ………１５
ニ 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める事項
（１） 指定紛争解決機関が存在する場合 当該銀行が法第十二条

の三第一項第一号に定める手続実施基本契約を締結する措
置を講ずる当該手続実施基本契約の相手方である指定紛争
解決機関の商号又は名称 …………………………………………１５

（２） 指定紛争解決機関が存在しない場合 当該銀行の法第十二
条の三第一項第二号に定める苦情処理措置および紛争解決
措置の内容 …………………………………………………………１５

五 銀行の直近の二中間事業年度における財産の状況に関する次に掲げる
事項
イ 中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書 …４～５
ロ 銀行の有する債権のうち次に掲げるものの額及び（１）から（４）ま
でに掲げるものの合計額
（１） 破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ………………………… 該当なし
（２） 危険債権 …………………………………………………………… 該当なし
（３） 三月以上延滞債権 ………………………………………………… 該当なし
（４） 貸出条件緩和債権 ………………………………………………… 該当なし
（５） 正常債権 …………………………………………………………… 該当なし

ハ 元本補�契約のある信託（信託財産の運用のため再信託された信
託を含む。）に係る債権のうち破産更生債権及びこれらに準ずる債
権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権に該当
するものの額並びにこれらの合計額並びに正常債権に該当するも
のの額 ……………………………………………………………………… 該当なし

ニ 自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に定める事項 ………１０～１１
ホ 経営の健全性の状況について金融庁長官が別に定める事項 ………… 該当なし
ヘ 次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益
（１） 有価証券 ……………………………………………………………９
（２） 金銭の信託 …………………………………………………………９
（３） 第十三条の三第一項第五号イからホまでに掲げる取引 ……… 該当なし

ト 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 ……………………………… 該当なし
チ 貸出金償却の額 …………………………………………………………… 該当なし
リ 法第二十条第一項の規定により作成した書面について会社法第三
百九十六条第一項による会計監査人の監査を受けている場合には
その旨 ……………………………………………………………………… －

ヌ 銀行が中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動
計算書について金融商品取引法第百九十三条の二の規定に基づき
公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合にはその旨 … 該当なし

ル 単体自己資本比率及び単体レバレッジ比率の算定に関する外部監
査を受けている場合にはその旨 ………………………………………… 該当なし

六 報酬等に関する事項であって、銀行の業務の運営または財産の状況に
重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるもの …………… －

七 中間事業年度の末日において、当該銀行が将来にわたって事業活動を
継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その
他当該銀行の経営に重要な影響を及ぼす事象が存在する場合には、そ
の旨及びその内容、当該重要事象等についての分析及び検討内容並び
に当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策の具体的内容 … 該当なし

資産の査定に関する事項
（金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則）
対象となる債権その他の資産はありません。

開示に関する項目（銀行法施行規則第十九条の三）
一 銀行及びその子会社等の概況
イ 銀行の概況及びその子会社等の主要な事業の内容及び組織の構成 …３，１６
ロ 銀行の子会社等に関する次に掲げる事項
（１） 名称 …………………………………………………………………１６
（２） 主たる営業所又は事務所の所在地 ………………………………１６
（３） 資本金又は出資金 …………………………………………………１６
（４） 事業の内容 …………………………………………………………１６
（５） 設立年月日 …………………………………………………………１６
（６） 銀行が保有する子会社等の議決権の割合 ………………………１６
（７） 銀行の一の子会社等以外の子会社等が保有する当該一の子

会社等の議決権に占める割合 …………………………………… 該当なし

二 銀行及びその子会社等の主要な業務に関する事項
イ 直近の中間事業年度における事業の概況 ………………………………３，１６
ロ 直近の三中間連結会計年度及び二連結会計年度における主要な業
務の状況を示す指標 ……………………………………………………… 該当なし

三 直近の二中間連結会計年度における財産の状況に関する事項 …………… 該当なし

四 報酬等に関する事項であって、銀行の業務の運営または財産の状況に
重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるもの …………… －

五 中間事業年度の末日において、重要事象等が存在する場合には、その
旨及びその内容、当該重要事象等についての分析及び検討内容並びに
当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策の具体的内容 …… 該当なし

単体自己資本比率を算出する銀行における事業年度の開示事項（銀行法施行規則第十九条の二第一項第五号ニに基づく平成二十六年金融庁告示第七号第十条第三項および第四項）

１ 自己資本の構成に関する事項 ……………………………………………………１０

２ 定性的な開示事項
一 自己資本調達手段の概要 ……………………………………………………… －

二 銀行の自己資本の充実度に関する評価方法の概要 ………………………… －

三 信用リスクに関する事項 ……………………………………………………… －

四 信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要 ………… －

五 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリス
ク管理の方針及び手続の概要 ………………………………………………… －

六 証券化エクスポージャーに関する事項 ……………………………………… －

七 マーケット・リスクに関する事項 …………………………………………… －

八 オペレーショナル・リスクに関する事項 …………………………………… －

九 銀行勘定における出資等または株式等エクスポージャーに関するリス
ク管理の方針及び手続の概要 ………………………………………………… －

十 銀行勘定における金利リスクに関する事項 ………………………………… －

３ 定量的な開示事項
一 自己資本の充実度に関する事項 ………………………………………………１１

二 信用リスク（リスク・ウェイトのみなし計算または信用リスク・ア
セットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクス
ポージャーを除く。）に関する事項……………………………………………１１～１３

三 信用リスク削減手法に関する事項 ……………………………………………１３

四 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 …１３

五 証券化エクスポージャーに関する事項 ………………………………………１３

六 マーケット・リスクに関する事項 …………………………………………… 該当なし

七 銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項 ……１３

八 リスク・ウェイトのみなし計算または信用リスク・アセットのみなし
計算が適用されるエクスポージャーの額 ……………………………………１４

九 金利リスクに関する事項 ………………………………………………………１４

索引（自己資本の充実の状況に関する法定開示項目一覧）
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この印刷物は森林認証紙を使用しています。


